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１. 18年  3月期の連結業績(平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日)

(注)

3ヶ月間の業績を合算したものになります。 なお、前期の業績は、光洋精工株式会社の業績を記載しております。

(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ ％

724,349 27.0 44,624 46.9 47.3

570,243 12.9 30,369 40.9 46.0

１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％

27,285 65.9 109.64 105.50 12.3 6.5

16,451 109.0 78.81 70.57 12.6 5.6

(注) ①持分法投資損益 18年  3月期 821 百万円 17年  3月期

②期中平均株式数(連結) 18年  3月期 243,527,596 株 17年  3月期

③会計処理の方法の変更 有

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

(注)期末発行済株式数(連結) 18年  3月期 319,177,443 株 17年  3月期

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  87 社   持分法適用非連結子会社数  0 社   持分法適用関連会社数  11 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結(新規)  44 社  (除外)  1 社   持分法(新規)  6 社  (除外)  1 社

２. 19年  3月期の連結業績予想(平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日)

百万円 百万円 百万円

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   115 円 92 銭

※

要因によって予想数値と異なる場合があります。

平成 18年 3月期

上  場  会  社  名

　

  

18年  3月期

17年  3月期

代 表 者

中 間 期

通    期

18年  3月期

17年  3月期

18年  3月期

17年  3月期

現金及び現金同等物

期  末  残  高
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

株式会社ジェイテクトは、平成18年1月1日付けで光洋精工株式会社と豊田工機株式会社が合併して発足いたしました。 したがいまして

204,463,983 株

937.03              

670.40              

１株当たり株主資本

46,80418年  3月期

17年  3月期

総  資  産 株  主  資  本

980,000              

28,500              

64,000              

財務活動による

37,000              

480,000              

キャッシュ・フロー

16,500              

当  期  純  利  益

49,548              

35,425              

51,895              

43,351              

△ 37,731              

△ 19,858              

28.3               

849,233              

510,548              

299,664              

144,530              

31,769

△  9,491              

△ 22,550              

35.3               

％

6.9

6.3
1,241 百万円

215,084,103 株

株主資本比率

当期の業績は、光洋精工株式会社の平成17年4月から12月までの9ヶ月間の業績と、株式会社ジェイテクトの平成18年1月から3月までの

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

営  業  利  益売    上    高 経  常  利  益

当 期 純 利 益

百万円

総 資 本
経常利益率

売    上    高 経  常  利  益

      上場取引所

      本社所在都道府県

米国会計基準採用の有無

親 会 社 等 の 名 称

決算取締役会開催日

親会社等における当社の議決権所有比率：　23.0 ％

問 合 せ 先 責 任 者



    当社グループは、当社、子会社130社および関連会社22社で構成され、機械器具部品および工作機械等の製造販売を主な事業としており、
 各子会社および各関連会社等の各々の事業に係る位置づけは次の通りであります。

その他の関係会社

国内販売会社 国内製造・販売等会社
☆ 光洋販売㈱  機械器具部品事業

☆ 明和商工㈱ ☆ ㈱CNK

☆ コーヨー日軸㈱ ☆ ダイベア㈱＊

☆ ㈱久永洋行 ☆ 宇都宮機器㈱

☆ コーヨー光和㈱ ☆ 光洋メタルテック㈱

☆ 東京光洋ベアリング㈱ 他 ☆ ㈱ジーケーエヌ・ジェイテクト

☆ 豊田工機トルセン㈱

☆ ㈱ケージェーケー

☆ 日本ニードルローラー製造㈱

☆ 光洋熱処理㈱

☆ エーコー精密㈱

※ 富士機工㈱ 他

 工作機械等事業

☆ 光洋機械工業㈱

☆ 豊興工業㈱

☆ 光洋シーリングテクノ㈱

☆ 光洋サーモシステム㈱

☆ 光洋電子工業㈱

☆ ㈱豊幸

海外販売会社 ☆ 豊田バンモップス㈱

☆ JTEKT EUROPE S.A.S. ☆ 豊ハイテック㈱

☆ EUROPA-KOYO B.V. ☆ フォーミックス㈱

☆ KOYO DEUTSCHLAND GMBH ☆ ㈱TKエンジニアリング

☆ KOYO FRANCE S.A. ☆ ㈱戸谷製作所

☆ KOYO (U.K.) LTD. ※ 三井精機工業㈱ 他

☆ KOYO ITALIA S.R.L.

☆ KOYO IBERICA, S.L.

☆ KOYO KULLAGER SCANDINAVIA A.B.

☆ AUTOMATIONDIRECT.COM INC.

☆ KOYO CANADA INC.

☆ KOYO MACHINERY U.S.A., INC. 海外製造・販売等会社
☆ JTEKT (THAILAND) CO., LTD.  機械器具部品事業

☆ KOYO SINGAPORE BEARING PTE. LTD. ☆ JTEKT AUTOMOTIVE DIJON SAINT-ETIENNE S.A.S.

☆ KOYO AUSTRALIA PTY. LTD. ☆ JTEKT AUTOMOTIVE LYON S.A.S.

☆ KOYO LATIN AMERICA, S.A. ☆ JTEKT HPI S.A.S.

※ MARZORATI COMPONENTI INDUSTRIALI S.P.A. 他 ☆ KOYO BEARINGS (EUROPE) LTD.

☆ KOYO ROMANIA S.A.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE UK, LTD.

☆ KOYO CORPORATION OF U.S.A.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-VONORE, CO.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE VIRGINIA, INC.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-MORRISTOWN, INC.

☆ TOYODA MACHINE WORKS (THAILAND) CO., LTD.

☆ KOYO STEERING (THAILAND) CO., LTD.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE (MALAYSIA) SDN. BHD.

☆ KOYO MANUFACTURING (THAILAND) CO., LTD.

☆ JTEKT AUTOMOTIVA BRASIL LTDA. 他

 工作機械等事業

その他の会社 ☆ TOYODA MITSUI EUROPE GMBH

☆ コーヨーサービス㈱ ☆ TOYODA MACHINERY USA CORP.

☆ ㈱TKヒューマン ☆ KOYO THERMO SYSTEMS KOREA CO., LTD.

☆ JTEKT NORTH AMERICA, INC. 他 ☆ 豊田工機(大連)有限公司 他

企   業   集   団   の   状   況
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    トヨタ自動車㈱

            は製品・部品 等の流れ
  ☆印は連結子会社、※印は持分法適用会社
  ＊ダイベア㈱は、㈱大阪証券取引所市場第2部に上場しております。
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１．経営の基本方針

当社グループは、

① 新たな価値を創造し、広く社会に「喜びと感動」を提供する 

② グローバルで革新的な経営により、社会との調和ある成長を目指す 

③ 人間尊重を基本に、明るく活力ある企業風土をつくる 

④ 安全で豊かなくらしの実現に取り組む 

２．中長期経営戦略

ステアリング事業につきましては、

① 技術開発力の強化と商品ラインアップの充実

② コスト競争力の強化

③ グローバル供給力の拡充と運営基盤の強化

駆動事業につきましては、

① 競争力のあるＩＴＣＣ、トルセンのグローバル展開

② ドライブシャフトの商品力の向上

③ 市場ニーズを先取りした製品開発とスピーディな商品化

④ グローバル最適生産体制の構築

ベアリング事業につきましては、

① 重点分野別の商品戦略の展開

② 商品開発体制の強化

③ 最適生産・最適調達の展開強化

工作機械・その他の事業につきましては、

① 商品力の強化及びきめ細かい商品別戦略の展開

② 販売対象分野の拡大

を進めてまいります。

ために、

ために、

して、

経     営     方     針

自動車用ベアリングでは世界Ｎｏ.１を目指し、産業用ベアリング３分野（鉄鋼、風力発電、工作機械）において

最新技術と最高品質の生産システムを提供し続け、Ｎｏ.１技術を備えたシステムサプライヤーを目指す

は、集中と選択によりターゲットを絞り込み、それぞれの分野で世界トップレベルの地位を目指すために、

当社グループは総合力を高め、環境変化への柔軟な対応、顧客ニーズを先取りした商品開発および強い

現場力で、事業の成長性と安定した収益性の確保を図るため重点的な経営資源配分を行うとともに、合併

によるシナジー効果を最大限に発揮するためにさらに徹底した顧客第一主義の経営を進めてまいります。

世界のステアリング業界でリーディングポジションを確立し、グローバルＮｏ.１のシステムサプライヤーと

以上を経営の基本姿勢として、ステアリング、駆動、ベアリング、工作機械・その他の事業における多彩な商

品群の開発・製造・販売を通じて、世界に認知され、社会の信頼に応え、期待され尊敬されるグローバル優

良企業と しての地位を確保するとともに、人々の幸福と豊かな社会づくりへの貢献を目指してまいります。

魅力ある商品を、タイムリーに提供できる、世界トップレベルのドライブライン系サプライヤーに成長する
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優位性を活かした事業運営を図ってまいります。

また、全ての部門において安全と品質を第一方針として掲げ、より一層の取り組みを進めてまいります。

３．利益配分に関する基本方針

お応えしてまいりたいと考えております。

４．親会社等に関する事項

①親会社等の商号等

(注) 親会社等の議決権所有割合欄の(  )内は、間接所有割合で内数です。

②親会社との取引に関する事項

当事項につきましては、連結財務諸表注記の「関連当事者との取引」を参照下さい。

  なお、当該記載の「関係内容」および「取引内容」において、当社の独立性を制限する事項はありません。

平成18年3月31日現在

当社は、安定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向等を総合的に勘案の上、配当額を決定して

おります。 内部留保資金につきましては、今後の事業展開に活用していくこととし、株主の皆様のご期待に

このように、当社グループはあらゆる事業領域に対応するため、それらの技術を結集し、当社グループの

 証券会員制法人福岡証券取引所トヨタ自動車株式会社

親会社等 属性

  上場会社が他の会社の

  関連会社である場合に

  おける当該他の会社

 ロンドン証券取引所(イギリス)

親会社等が発行する株券が上場
されている証券取引所等

親会社等の
議決権所有割合

(注)

23.0%
(0.3%)

 株式会社大阪証券取引所

 証券会員制法人札幌証券取引所

 ニューヨーク証券取引所(アメリカ)

 株式会社東京証券取引所

 株式会社名古屋証券取引所
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１．当期の概況

２．次期の見通し

まいりました。

経済も引き続き好調を維持しましたが、欧州経済は極めて緩やかな回復にとどまりました。

しました。 なお、駆動系部品は、合併により、当社グループに新たに加わった部門であります。

事業別に見ますと、

機械器具部品事業におきましては、自動車業界向けを中心に販売が好調に推移し６,０８２億８２百万円となり

ました。 ステアリングおよびベアリングは、国内をはじめ、海外においても主に北米やアジアなどで販売を伸ば

を見込んでおります。

経  営  成  績  及  び  財  政  状  態

当期におけるわが国経済は、原油をはじめ原材料の価格高騰などにより企業収益に少なからず影響があり

ましたものの、個人消費の伸びに加え、民間設備投資額の増加や好調な輸出を背景に、着実な回復を続けて

果により、４６８億４百万円と前期に比べ１５０億３５百万円、率にして４７.３％の増益、連結当期純利益につきま

工作機械等事業におきましては、合併による効果に加え、工業用熱処理炉や工作機械等が国内販売を中心

今後の見通しといたしましては、国内外とも、景気は引き続き堅調に推移していくことが期待されます一方、

米国経済や中国経済の動向をはじめ、さらなる原油価格の上昇や原材料価格の高止まりに加え、為替変動に

に伸びたことなどにより、１,１６０億６６百万円となりました。

連結経常利益につきましては、鋼材の価格上昇等の影響もありましたが、売上高が増加したことや合併の効

基盤の強化はもとより、市場ニーズを先取りする新製品の開発や一層強固な品質管理体制の確立などをすす

めてまいりますとともに、各機能の融合によるシナジー効果をいち早く発揮し、皆様のご期待に応えるべく努力

してまいります。

次期の業績につきましては、連結売上高９,８００億円、連結経常利益６４０億円、連結当期純利益３７０億円

また、海外におきましても、米国経済は民間需要に支えられ堅調に推移し、中国・タイをはじめとするアジア

両社が有する幅広い経営資源を結集、本年１月１日、当社「株式会社ジェイテクト」が発足いたしました。 合併

にあたりましては、融合を進める一方、合併による統合効果の実現に向けて鋭意取り組んでまいりました。

て２７.０％の増収となりました。

このような経営環境の中で、光洋精工株式会社と豊田工機株式会社はこれまで築いてきた事業基盤をもとに

その結果、当期の連結売上高につきましては、７,２４３億４９百万円と前期に比べ１,５４１億６百万円、率にし

しても、前期比１０８億３４百万円、率にして６５.９％増益の２７２億８５百万円となりました。

伴う輸出環境の悪化など先行き不透明な要因も数多くあり、当社グループをとりまく環境は、なお予断を許さな

い状況が続くものと予想されます。

当社グループといたしましては、このような状況に対処するため、統合した経営資源の有効活用による収益
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３．財政状態

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。

(注) 株主資本比率 ： 株主資本／総資産

時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息の支払額

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

４．事業等のリスク

られる主な事項は以下のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、当期末現在において判断したものであります。

(1) 自動車業界及び自動車市場の動向が業績に及ぼす影響について

が現在の見通しどおりに推移する保証はありません。

ます。

これらのことから、当社グループの業績は自動車業界および自動車市場の動向に影響を受けることがあり

なお、当社の筆頭株主であるトヨタ自動車株式会社との取引金額は、連結売上高の15％を超えております。

ステアリングは、自動車の進行方向を自由に変えるためのハンドル操作を適切にタイヤに連動させる操舵

また当社グループは、日本をはじめグローバルな自動車の需要見通しおよび顧客より提示される自動車

の売上見通し等を総合的に検討し、判断の上で経営資源の効率的な投入を行っておりますが、将来の需要

利点を有する重要な部品であり、当社グループでは、売上高のおよそ過半が自動車業界向けであります。 工

作機械につきましても、その受注は自動車業界からのものが中心であります。

 インタレスト・カバレッジ・レシオ

当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考え

装置であり、大半を自動車業界向けに製造販売しております。 一方、ベアリングは、各産業において広く使用

される部品であり、その役割は軸を円滑に回転させるとともに、長時間にわたって高精度を維持し、かつ経済的

当社グループは機械器具部品（主力製品：ステアリング、ベアリング等）および工作機械の製造販売を主な

事業としております。

43.9       61.1       88.3       

14.9       14.8       22.5       

28.3       35.3        株主資本比率(％)

 時価ベースの株主資本比率(％)

23.7       

平成18年3月期平成17年3月期平成16年3月期

 債務償還年数(年) 3.8       3.2       3.8       

４９５億４８百万円となり、前期末に比べ１４１億２３百万円の増加となりました。

万円の資金の減少であり、前期に比べ１７８億７３百万円の減少となりましたが、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは９４億９１百万円の資金の減少であり、前期に比べ１３０億５９百万円の増加となりました。 これらに換算

差額と合併および新規連結に伴う増加額等を加算した結果、当期末における現金及び現金同等物は

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは５１８億９５百万円の資金の増

加であり、前期に比べ８５億４３百万円の増加となりました。 投資活動によるキャッシュ・フローは３７７億３１百
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(2) 製品開発力等の競争力が業績へ及ぼす影響について

(3) 海外展開による業績への影響について

当社グループの業績は、海外の景気動向、為替相場の変動等の影響を受けることがあります。 

(4) 品質問題による業績への影響について

ができないケースも想定されます。

があります。

(5) 災害による業績への影響について

の業績は災害による影響を受けることがあります。

(6) 法改正、訴訟等による業績への影響について

を受けることがあります。

これらを十分に意識した対応を過去より行っております。 しかしながら社会情勢および景気動向等から、時と

ダンピング課税については、税率の動向および課税賦課品目の見直し内容によっては、新たな損失が発生

することも想定されます。 これらのことから、国内外を問わず、当社グループの業績は法改正や訴訟等の影響

して、当社が予期し得ない法規制等の改正等が行われることがあります。 また、これらの改正等が当社にとっ

て不利益に作用する場合や、訴訟等により賠償義務が発生する可能性も否定することはできないと考えてお

ります。 当社は機械器具部品および工作機械などを製造販売するメーカーであり、製造物責任については

上記に記載のとおり保険付保等の一定のリスクヘッジも行っておりますが、一例として、米国におけるアンチ

当社グループは東海・東南海・南海地震などの大規模災害を想定し、災害発生時の被害の最小化を図る

ために各種事前対策、発生時対策を講じております。 しかしながらこれらにより、罹災時リスクの一掃を図る

ことは難しいものと考えております。 取引先の罹災による生産活動停止等の外部要因も含め、当社グループ

世界各国にはさまざまな法規制等が存在しており、当社グループがグローバルな事業展開を行う上では、

の一つとして掲げております。 しかしながら一般的に、製品の開発・製造等における品質上のリスクの全てを

将来にわたって完全に排除することは、困難なものと認識しております。 また製造物責任等については、保険

加入によるリスクヘッジも行っておりますが、訴訟等により高額の賠償請求を受けた場合には、十分なカバー

これらに伴う社会的信用の低下、取引停止等も含め、当社グループの業績は品質問題の影響を受けること

当社グループはグローバルな事業展開を行っており、連結売上高に占める海外売上高の割合は、50.5％と

なっております。 当社グループはグローバル供給・調達体制の推進や為替予約等により、海外展開によるリ

スクの軽減を図っておりますが、それによって全てのリスクを排除することは不可能であります。 従いまして、

当社グループは日本で初めてISO/TS16949(2002年度版)を取得するなど、「品質」を経営の最重要事項

て顧客要求を満たすべく努力しております。 しかしながらこれらの施策が必ずしも顧客のニーズを満足させ、

将来にわたって常に他社を上回る競争力を保持し続けることができるかどうかは予測困難であります。 平成

18年１月１日付の合併による経営資源の統合は、人材面・資金面からも企業間競争力強化に大きな効果をも

たらすものと考えておりますが、当社グループの業績は企業間競争の結果の影響を受けることがあります。

当社グループの事業は、同業他社との激しい企業間競争に晒されております。 一方、近年、顧客のニーズ

(スペック要求・コスト低減)はより高く、かつ開発期間の短縮化も求められております。 当社グループとしては

製品開発力の強化はもちろんのこと、生産準備期間の短縮、生産の仕組改革等さまざまな面から施策を講じ
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(単位 百万円)

△

１． 受取手形割引高

２． 受取手形裏書譲渡高

３． 有形固定資産の減価償却累計額

４． 保証債務

５． 自己株式の数

連   結   貸   借   対   照   表

△

１７８，４２２

△

△

△

△

３３８，６８４

１

２，４６６ ４，４１６ １，９５０

△

△

４１６４１８ △

１４，６５６

８５８

４２５，００７ ２３９，１５０ １８５，８５６

△６７８１，５３７

１４，３５０ ９，３６８

５０，２０３ ３５，８６１ １４，３４２

４２４，２２５ ２７１，３９７ １５２，８２８

２２１，６２７ １３９，１３７ ８２，４８９

３，２２５

４，４９５

２５，３７６

１０，１３９

１３６

１３０，７０８

２８，９５９

６，１９８

６１，７３７

３５０

１，２０８

４，５０４

２７４

１３７

５５，２８４

４６，４６４

(注)
当   期 前   期

資 産 合 計 ８４９，２３３ ５１０，５４８

５７５，３９８

投 資 そ の 他 の 資 産

４３

５６，７４５

４４，１９２

９２，０１０

５，９６３

２６，０７９

５２

２１７，２８１

３２６

２，１７８

３８，１０４

９，０１９

１０５

百万円５，１３０

株

百万円

百万円

百万円

百万円

株１５７，４２９

百万円

百万円 ３９２，８３７

１，２０４

２，７７９

１２，０７２

２，２７５

１１５，５０３ ７４，２２５

４５

百万円

１０，１７６

３，９８３

６８１

５０

２３，７１９

２，９１７

１１２，０２９

８４，５６８

１２，２４５

５１，４５６

２０，３１６

３，８４６

９２９

３０９，１３１

７３，１５１

１５３，７４７

１０，４５８

△

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

４５５

１０，８６３

６，７８０

流 動 資 産

固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

土 地

建 設 仮 勘 定

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

科 目
前 期当 期

(18.3.31現在) (17.3.31現在)
増 減

( 資  産  の  部 )

現 金 及 び 預 金

工 具 器 具 備 品

９

４１，２７８

８，４５８
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(単位 百万円)

２，５８９品 質 保 証 引 当 金 ２，５８９

△

△

自 己 株 式

△

△

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

８，９８７

( 資  本  の  部 )

６，３７６ １０，８０３

１３，３２４ ９，８３６

３３，４６３

６８，２３５

８，２４８

４０，０００

１，０３７

１１５，７７６

４，０４８６，３７１

１５，０９５

１０，０００

３，０５３

－

( 負  債  の  部 )

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

新 株 予 約 権 付 社 債

短 期 借 入 金

未 払 金

そ の 他

社 債

転 換 社 債

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債

一年以内返済長期借入金

一 年 以 内 償 還 転 換 社 債

未 払 費 用 ３４，４１６ ２１，１４３ １３，２７２

科 目
前 期当 期

(18.3.31現在) (17.3.31現在)
増 減

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 借 入 金

１，６９９

５３６，２４４

９８，５１８

１４４，２４４

７１，３９７

３，７４１

６１，４５２

△

△

２７，６８１

２８０

１，７２６

３５，８７７

９，９９７

４６，４６７

１，１９５

３５６，１８２

５３１

３０，０００

２，０１６

１，０１０

２４，９２９

１５９

６７４

△

４５，９２９

７，８６５

１８，２６５

４９７

３，０６７

４３，１８７

１，２０１

９８，３１５

１８０，０６１

１９，８１５

１２０

４，４２７

３０，２８２

２，４１４

３，４８８

６５，３４４ ５２，５２９ １２，８１５

１１，３８７ １４，３０９ △ ２，９２１

７４，２６５

１，８１０

６，８４６

１８０，７３３ １２２，０５６ ５８，６７６

３４６，２０１ ２４０，４０６ １０５，７９５

３０，２６２ １６，２６０ １４，００２

△－ １，８１０

８４９，２３３ ５１０，５４８ ３３８，６８４

２９９，６６４ １４４，５３０ １５５，１３４

２，３２３

１９０，０４２
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(単位 百万円)

５４４

１，２６４

７７４ ５１７

－ ６３９

１，３４３

３１２１５６ ４６８

－

減 損 損 失 １，３４３

当 期 純 利 益

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他

税金等調整前当期純利益

品 質 保 証 引 当 金 繰 入 額

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

有 価 証 券 売 却 益 ５，６９２

６，１５７

３０７

そ の 他

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 評 価 損

棚 卸 資 産 廃 棄 損

合 併 関 連 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

雑 損 失

経 常 利 益

受 取 利 息 配 当 金

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 外 収 益

１６，４５１ １０，８３４２７，２８５

１，３１０

１，１３３ ８９４ ２３８

６，６９３

４２３ ４５１ ２７

５３０

２，４８４

４，５１３

４，７３８

９，２７８

１６７

１，４９１

５，６９２

４０

１，５９０

８９４

１８，７８４

１，３００

４７３

３５０

２，３４２

１５，０３５

５，３３９

７１，４２７

５９１，７８３ ４６８，４４６ １２３，３３６

７２４，３４９ ５７０，２４３ １５４，１０６

１，００４

２，１６１

３４８ △

△

２，３７３

１，１３９

２６，０２０

１，３８５

８９４

－

－

－

△

△

４４，８０４

３，４６２

１，７３５

３０

１，３０７

△

６３９

１，０２４

３１，７６９

８１７

３，２４７

２，９５８

２０，５５７

１，２６４

１，２９１

５４４

連   結   損   益   計   算   書

科 目
前 期当 期

17. 4. 1 から
18. 3.31 まで

16. 4. 1 から
17. 3.31 まで

増 減

５，３８３

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

３０，３６９

１６，５１４

１４，２５５

１３２，５６６ １０１，７９６ ３０，７７０

８７，９４１

４２０△

－

△

３，９８２

８２１ １，２４１

４４，６２４

２，０２８

４６，８０４

１１，２７８

８，１５７ ６，５６６

△ △

△
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(単位 百万円)

４５，９２９

２，３８９ １，５９９

１４４，２４４

２８０

３４

１７３

２，９５１２，７２４

 ( 資 本 剰 余 金 の 部 )

６，８０７

９８，５１８ ６８，２３５

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

連   結   剰   余   金   計   算   書

科 目
前 期当 期

17. 4. 1 から
18. 3.31 まで

16. 4. 1 から
17. 3.31 まで

４５，９２９

１０１，０３９

１０８

２７，２８５

３２，２２１

１６，６５９

１６，４５１

連 結 子 会 社 の 合 併 に よ る 減 少 額

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

フ ラ ン ス 連 結 子 会 社 の 新 会
計 基 準 適 用 に 伴 う 減 少 額

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

連 結 除 外 に 伴 う 減 少 額

ル ー マ ニ ア 連 結 子 会 社 の イ ン フ
レ ー シ ョ ン 会 計 に 基 づ く 増 加 額

６８，２３５ ６１，４２７

３０，２８２ ６，８０８

８０７

－

２６４

－

－

－

－

３２４

１０

７３，６４５

合 併 に よ る 増 加 額

転 換 社 債 の 転 換 に よ る 増 加 額

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

４ ０

２，４１３

２７，８６３ －

合 併 に よ る 増 加 額

連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 増 加 額

自 己 株 式 処 分 差 益

 ( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益
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(単位 百万円)

税金等調整前当期純利益

減価償却費

有価証券売却益

退職給付引当金の増加額

持分法による投資利益

売上債権の増加額

棚卸資産の増加額

仕入債務の増加額

受取利息配当金

支払利息

役員賞与の支払額

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

固定資産の取得による支出

固定資産の売却による収入

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

貸付による支出

貸付金の回収による収入

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額

長期借入による収入

長期借入金の返済による支出

社債の償還による支出

自己株式の増加額

親会社による配当金の支払額

少数株主への配当金の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

５，８２６ １，０１６

３５，４２５ ３４，３３６

２２，５５０

１，１５３ ７４

△△ ９，４９１

△

△

△

△

△

△

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

△

△

△

△

△△ ３６４

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

２，９２１△

△

４３，３５１

２９，７５６

１３９

△

△

△

△

６５８

２８５ ９８４

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

科 目
前 期当 期

17. 4. 1 から
18. 3.31 まで

16. 4. 1 から
17. 3.31 まで

４９，５４８ ３５，４２５

１，１３１

２，３０９

６８，２３７

６７２

６６５

１５，１６４

△

△

△

５，３６２

２，４９８

１８，２９６

２９４

１，２４１

８９４

３，９４７

１３，２２６

２，９５８

８５

△

△

３８２

４２

△

１０５

２０，０００

２３５

△

１２，５７８

△

１９，８５８

８２１

３，６４２

１，０３８

１４，１８８

４，０９９

５７，１８８

△ ４８３

△

３，６７９

７，４４６

９５３

３７，７３１

△ １，５７２

１，０２０

５，６９８ ５△

２８，９０３ ２４，４３８

４４，８０４ ２６，０２０

△ ４，７２１

２，３８９

８

８７

２３，３５５

△

△

４５７

△

△

３９，４０６

５１，８９５

９

０

１１，９５４

２６，５８７ △ ２，３８８

－

△ ３，６０７

１０，５０５

２，４８４

１，１３３

８，２９７

△

７，７３７ －

６４４ ７１

６７

△ △ １，５９９

△△ ９４

△ ８５ －

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加額

Ⅷ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

Ⅸ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額

Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高
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１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

(1) 連結子会社

連結子会社数は87社(国内 32社、海外 55社)であり、これらはいずれも主要な子会社であります。

主な会社名

(2) 持分法適用会社

持分法を適用する会社数は11社(国内 2社、海外 9社)であり、これらはいずれも主要な関連会社であります。

主な会社名

GKN DRIVELINE TOYODA MANUFACTURING LTD.

(3) 連結の範囲及び持分法適用の異動状況

連結子会社

  ・豊田工機株式会社との合併による増加 ：

TOYODA MACHINE WORKS (THAILAND) CO., LTD.、TOYODA MACHINERY USA CORP.、

TOYODA MITSUI EUROPE GMBH 他27社

  ・重要性の増による新規連結 ：

コーヨー日軸㈱、コーヨー光和㈱、コーヨーサービス㈱、KOYO ITALIA S.R.L.、

KOYO KULLAGER SCANDINAVIA A.B.、KOYO STEERING ARGENTINA S.A.、

JTEKT AUTOMOTIVA BRASIL LTDA.

  ・清算決議をおこなったことによる連結除外 ：

㈱ファーベス

持分法適用会社

  ・豊田工機株式会社との合併による増加 ：

三井精機工業㈱、GKN DRIVELINE TOYODA MANUFACTURING LTD.、

YAMASEI THAI CO., LTD. 他3社

  ・連結子会社への異動による減少 ：

KOYO ITALIA S.R.L.

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。

３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

あります。

TOYODA MACHINE WORKS (THAILAND) CO., LTD.、KOYO CORPORATION OF U.S.A.、

KOYO BEARINGS (EUROPE) LTD.、KOYO ROMANIA S.A.、TOYODA MACHINERY USA CORP.

富士機工㈱、三井精機工業㈱、SONA KOYO STEERING SYSTEMS LTD.、一汽光洋轉向装置有限公司、

豊興工業㈱、㈱CNK、㈱豊幸、豊田バンモップス㈱、㈱ジーケーエヌ・ジェイテクト、豊田工機トルセン㈱、

1社

1社

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

37社

7社

6社

光洋機械工業㈱、豊興工業㈱、光洋シーリングテクノ㈱、㈱CNK、光洋サーモシステム㈱、

光洋電子工業㈱、光洋販売㈱、ダイベア㈱、宇都宮機器㈱、㈱豊幸、豊田バンモップス㈱、

JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-MORRISTOWN, INC.、JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-VONORE, CO.、

JTEKT AUTOMOTIVE LYON S.A.S.、JTEKT AUTOMOTIVE DIJON SAINT-ETIENNE S.A.S.、

JTEKT AUTOMOTIVE VIRGINIA, INC.、KOYO STEERING (THAILAND) CO., LTD.、

JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-MORRISTOWN, INC.、

有価証券のうち、時価のあるものについては、連結決算日の市場価格に基づく時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)で、時価のないものについては、移動平均法による原価法で
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棚卸資産は主として総平均法による原価法であります｡

原価法を採用しております。 なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・主として定率法

しております。

無形固定資産 ・・・定額法

採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

a.  貸倒引当金

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

b.  投資損失引当金

非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計上しております｡

c.  品質保証引当金

して当期に対応する発生予想額を計上しております。

純利益は1,418百万円減少しております。

d.  退職給付引当金

いて発生していると認められる額を計上しております。

e.  役員退職慰労引当金

(4) リース取引の処理方法

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 消費税等の会計処理

税抜方式

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

５．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を行っております｡

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項

ります｡

この変更により、従来の方法によった場合に比し、営業利益および経常利益は154百万円、税金等調整前当期

期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期末にお

当社および一部の子会社は、製品納入後に発生する品質保証費用の支出に充てるため、過去の実績を基礎に

製品納入後に発生する品質保証費用については、従来支出時の費用として処理しておりましたが、当期より

過去の売上高に対する支出割合に基づき、品質保証引当金として計上する方法に変更しております。 なお、こ

れに伴い過年度相当分を特別損失に計上しております。

この変更は、平成18年1月1日の豊田工機株式会社との合併を機に、同社の従前採用しておりました会計方針と

統一を図ることおよび期間損益の適正化を図るために行ったものであります。

当社および一部の子会社は、役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

連結剰余金計算書は､ 連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成してお

支給額を計上しております。

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を

ただし、工作機械等の仕掛品については個別法による原価法を採用しております。 

棚卸資産は従来、主として移動平均法による原価法を採用しておりましたが、当期より、主として総平均法による

この変更は、平成18年1月1日の豊田工機株式会社との合併を機に、同社の従前採用しておりました会計方針と

統一を図るために行ったものであります。
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７．連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項

(1) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

の到来する短期投資からなっております。

(2) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定

有価証券勘定

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

株式及び償還期間が3ヶ月を超える債券等

現金及び現金同等物

(固定資産の減損に係る会計基準)

円減少しております。

す。

50,203

百万円

△ 686 百万円

△ 21 百万円
△ 467 百万円

百万円

前     期

35,861 百万円
当     期

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限

49,548 百万円

43 百万円

35,425 百万円

52 百万円

△ 12

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金および

固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年8月9日))および固定資産の減損に係る会計基準の適用指針(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号)を当期より適用しております。 これにより、税金等調整前当期純利益は1,343百万

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま
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１．事業の種類別セグメント情報

18年3月期 (平成17年4月1日から平成18年3月31日まで) (単位 百万円)

Ⅰ

(1)

(2)

Ⅱ

(注) ① 各事業区分は、製品の種類および販売市場の類似性等によっております。

② 各事業区分の主要製品等

 油圧パワーステアリングシステム、電動パワーステアリングシステム、

 その他ステアリングシステム

 ボールベアリング、ローラーベアリング、ベアリングユニット、

 その他各種ベアリング

③

④

ベアリング部門

駆 動 部 門

608,282 

売 上 高

及 び 資 本 的 支 出

資 産

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

1,216 

724,349 116,066 

売 上 高 及 び 営 業 損 益

724,349 - 

資 産 、 減 価 償 却 費

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高

営 業 費 用

営 業 利 益

計 (10,480)

機械器具
部品事業

工作機械
等事業

計

(10,480) - 

等の金融資産を全社資産とすることといたしました。 当期の資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産

研削盤、専用機、マシニングセンター、制御機器、工業用熱処理炉 等

ステアリング部門

 ドライブシャフト、４ＷＤ用電子制御カップリング、トルセン 等
機械器具
部品事業

消      去
又は全社

連     結

(163)

724,349 

577,813 112,228 690,041 (10,316) 679,725 

609,499 125,330 734,829 

44,624 31,685 13,102 44,787 

4,099 

584,451 185,047 769,498 79,734 849,233 

主  要  製  品  等

結売上高、営業損益の生じているセグメントの営業損益の合計額および全セグメントの資産の合計額に占める

9,263 10,480 

事業区分

工作機械
等事業

43,988 

事業の種類別セグメント情報については、従来、「機械器具部品」と「その他」に区分をおこない、全セグメントの連

セ   グ   メ   ン   ト   情   報

- 43,988 

26,983 1,919 28,903 - 28,903 

39,888 

「機械器具部品」部門の割合が90％超であったため記載を省略しておりましたが、平成18年1月1日付けの

豊田工機株式会社との合併により「工作機械等」部門の全セグメントに占める割合が高まったため、事業区分の

見直しをおこない当期より事業の種類別セグメント情報を開示しております。

上記③に記載の事業区分の見直しに伴い、当期より当社および一部連結子会社の現預金および投資有価証券

の金額は91,174百万円であります。
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２．所在地別セグメント情報

18年3月期 (平成17年4月1日から平成18年3月31日まで) (単位 百万円)

Ⅰ

(1)

(2)

Ⅱ

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、ドイツ、オランダ、イギリス、ルーマニア、ベルギー

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、マレーシア、韓国、オーストラリア、中国

(4) ・・・ パナマ、ブラジル、アルゼンチン

③

④

17年3月期 (平成16年4月1日から平成17年3月31日まで) (単位 百万円)

Ⅰ

(1)

(2)

Ⅱ

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国

(4) ・・・ パナマ

570,243 外部顧客に対する売上高 307,338 142,352 81,393 36,091 3,066 570,243 - 

売 上 高

連 結

売 上 高

売 上 高 及 び 営 業 損 益

外部顧客に対する売上高

その他
の地域

計

計
消去又
は全社

連 結

9,156 935,074 (85,841) 849,233 

(109,465)

又 は 振 替 高
セグメント間の内部売上高

売 上 高 及 び 営 業 損 益

645 

13,053 

679,725 

37,889 △982 3,391 4,621 916 45,835 (1,211) 44,624 

49,614 

資 産

12,783 789,190 

営 業 利 益

営 業 費 用

653,550 127,226 93,481 51,659 

13,699 835,026 (110,676) 724,349 

北 米
ｱｼﾞｱ・
ｵｾｱﾆｱ

501,981 155,763 109,346 54,235 

464,092 156,746 105,954 

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

日 本

その他の地域

製品納入後に発生する品質保証費用については、従来支出時の費用として処理しておりましたが、当期より過去の売

上高に対する支出割合に基づき、品質保証引当金として計上する方法に変更しております。 この結果、従来の方法に

よった場合に比し、当期の営業費用は、「日本」において154百万円多く、営業利益は154百万円少なく計上されておりま

す。

欧 州

110,676 (110,676) - 96,599 6,105 1,464 5,861 

724,349 - 724,349 405,381 149,657 107,881 48,374 

消去又
は全社

セグメント間の内部売上高
84,986 3,128 991 5,173 36 94,316 (94,316) - 

又 は 振 替 高

計 392,325 145,481 82,385 41,264 3,103 664,559 (94,316)

営 業 費 用 364,015 148,256 79,202 

570,243 

38,417 2,786 632,677 (92,803) 539,874 

その他の地域

30,369 

資 産 449,539 114,581 48,660 33,609 1,949 648,340 

28,310 316 31,881 (1,512)

欧 州

営 業 利 益 △2,775 3,183 2,847 

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

510,548 (137,791)

事業の種類別セグメント情報 (注)③に記載の事業区分の見直しに伴い、当期より当社および一部連結子会社の現預

金および投資有価証券等の金融資産を全社資産とすることとしました。 当期の資産のうち、消去又は全社の項目に含

めた全社資産の金額は、91,174百万円であります。

日 本 欧 州 北 米
ｱｼﾞｱ・
ｵｾｱﾆｱ

その他
の地域

計
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３．海外売上高

海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。

18年3月期 (平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)

①

②

③

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、ドイツ、オランダ、イギリス、ルーマニア、ベルギー

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、マレーシア、韓国、オーストラリア、中国

(4) ・・・ 中南米

③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

17年3月期 (平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)

①

②

③

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国

(4) ・・・ 中南米

③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

計

欧       州 北       米 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計

欧       州 北       米 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

その他の地域

連 結 売 上 高 570,243百万円

連結売上高に占める
24.7% 14.4% 11.0% 2.0% 52.1%

海外売上高の割合

11,277百万円 297,358百万円

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

その他の地域

海 外 売 上 高 140,870百万円 82,365百万円 62,844百万円

連結売上高に占める
海外売上高の割合

724,349百万円

20.9% 15.5% 11.5% 2.6% 50.5%

連 結 売 上 高

83,292百万円 18,410百万円 365,487百万円海 外 売 上 高 151,611百万円 112,172百万円
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18年3月期 (平成18年3月31日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位 百万円)

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

２．当期中に売却したその他有価証券 (単位 百万円)

３．時価評価されていない主な有価証券 (単位 百万円)

 その他有価証券

４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 (単位 百万円)

 債       券

 そ  の  他

17年3月期 (平成17年3月31日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位 百万円)

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

合 計 5,435 18,154 12,718 

小 計 480 435 △45 

そ の 他 169 155 △13 

債 券 10 9 △0 

株 式 300 269 △31 

小 計 4,955 17,719 12,763 

そ の 他 24 25 1 

債 券 55 66 11 

株 式 4,876 17,626 12,750 

911        -        -        

区 分 取 得 原 価
連結貸借対照表

差 額
計       上      額

900        -        -        

-        -        -        

11        -        -        

10年超

社 債

そ の 他

合 計

-        

-        

-        

-        

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内種 類

外国債券 900          

4,754          合 計

非上場株式(店頭売買株式を除く)

マネー・マネージメント・ファンド

3,823          

30          

合 計

そ の 他

連結貸借対照表計上額

14,738 59,882 

13 12 

売 却 益 の 合 計 額

種 類

売 却 額

株 式

債 券

小 計

小 計

計       上      額
差 額取 得 原 価区 分

連結貸借対照表

45,144 

△0 

19 17 △1 

6 5 △0 

- - - 

株 式

債 券

43 53 そ の 他

14,670 59,800 45,130 

5 11 6 

59,864 45,145 

9 

14,719 

有     価     証     券

売 却 損 の 合 計 額

7,356        5,692        -        
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２．当期中に売却したその他有価証券

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

３．時価評価されていない主な有価証券 (単位 百万円)

 その他有価証券

４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 (単位 百万円)

 債       券

 そ  の  他

親会社及び法人主要株主等

属性 住所
資本金
(百万円)

事業の
内容

-        

関係内容

科目役員の
兼任等

取引
金額
(百万円)

合 計 68        7        -        

-        -        -        -        

-        

そ の 他 -        -        -        -        

社 債 68        7        -        

種 類 10年超

合 計 1,277          

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内

マネー・マネージメント・ファンド 30          

優先出資証券 1,000          

種 類

非上場株式(店頭売買株式を除く) 247          

連結貸借対照表計上額

(所有)
 直接   0.1%
(被所有)
 直接  22.7%
 間接   0.3%

 トヨタ
 自動車
 ㈱

当社製品・購入
製品の販売
トヨタ自動車㈱
からの原材料・
部品の仕入

会社等
の名称 事業上

の関係

取引の
内容

議決権等の
所有(被所有)
割合

397,049
自動車等の
製造・販売

愛知県
豊田市

兼任
2人
転籍
7人

関  連  当  事  者  と  の  取  引

機械器具
部品・
工作機械
等の販売

94,445 売掛金 26,141

期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社
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